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平成 28 年度新マーケット創出提案型事業 
電気式コーン貫入試験（CPTU）による斜め方向地盤調査 

事業報告書(案) 
 
はじめに 
 本研究会の沿革、目的、活動方針等 

 
 

1. 目的（WG2） 
 4～5 個程度の斜め CPTU の活用目的，活用方法を設定。 
 目的毎に、既存技術の背景や斜め CPTU の利点について記載。 
たたき台として、地圏総合コンサルタント 野口氏作成の利用方法を P3～記載。 

 
 
2. 電気式コーン貫入試験の概要（WG1） 
 電気式コーン貫入試験についての紹介。 
 解析方法について紹介。 
 既存の資料を利用して調査の概要を記載する。 

 
 
 
3. 斜め方向電気式コーン貫入試験の方法（WG1） 
 斜め CPTU の調査方法について記載。 
 既存の資料を利用して調査方法の概要を記載する。 

 
 
 
4. 斜め方向電気式コーン貫入試験の解析方法（WG1） 
 実験から得られた知見から、斜め CPTU の解析方法を記載する。 

たたき台として、ソイルアンドロック 石井氏作成の解析方法を P9～記載。 
 
 
 
5. 斜め方向電気式コーン貫入試験の積算（WG3） 
 斜め CPTU の積算資料の作成。 
 鉛直 CPTU を標準とした歩掛けと根拠について。 
 たたき台として、ソイルアンドロック 石井氏作成の解析方法を P23～記載。 

 
 
 
6. 電気式コーン貫入試験と土質試験結果との比較 
 実験調査で実施した室内土質試験と CPTU,RI-CPTU の比較検討。 

たたき台として、地盤試験所 北條氏作成の解析結果を P28～記載。 
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qt, fs, u の深度分布図（2cm 区間平均値） 

 
qt, fs, u の深度分布図（0.5m の区間平均値） 
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qt, fs, u の鉛直貫入との比較（全区間、0.5m の区間平均値） 
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qt, fs, u の鉛直貫入との比較（GL-6.5m～GL-20.0m 区間、0.5m の区間平均値） 
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・qt、fsは、貫入角度の傾きが大きくなるにつれ、鉛直貫入より小さくなる傾向あり。 

・fsは特にその傾向が顕著。 

・u については、貫入角度による差異はほとんどない。 

・鉛直貫入の 1 回目と 2 回目においても qt、fs、u ともばらつきがある。ばらつきの程度は、鉛

直貫入と斜め下方貫入のそれと比較しても、さほど大差はない。 

 

次に今回の試験を行った地盤を下図のように区分し、鉛直貫入に対する計測値の比で比較した。 
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貫入角度 90°に対する計測値の比（土層毎） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・qt、fs、u とも砂層、有機質土については明確な関係は把握できない。 

・シルト層、粘土層については貫入角度の傾斜が大きくなるにつれ、多少ばらつきはあるもの

の qt、fs、u は小さくなる傾向がうかがえる。 

・qt、fs、u のばらつきは、貫入速度や試験位置の差異によるものと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

u については補正なしとした。 
（貫入角度による差がほとんどないため）

回帰分析を行い、各貫入角度における 
qt、fs、u の補正係数を設定した。 

補正係数 

GL-6.5m～GL-20.0m（平均値）の貫入角度 90°に対する計測値の比 

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

30 45 60 75 90 105

90
°

の
測

定
値

に
対

す
る
比

貫入角度 (deg)

qt

fs

u

GL‐6.5m～GL‐20.0mGL‐6.5m～GL‐20.0m

角度 qt fs u
90 1.000 1.000 1.000
75 0.992 0.950 1.000
60 0.985 0.900 1.000
45 0.977 0.850 1.000

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

30 45 60 75 90 105

90
°

の
測

定
値

に
対

す
る

比

貫入角度 (deg)

qt

fs

u

GL‐6.5m～GL‐20.0m

角度 qt fs u
90 1.000 1.000 1.000

90-2 1.005 0.902 1.052
75 1.005 0.991 1.055
60 1.026 0.837 1.017
45 0.926 0.869 0.975
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  Qt-Fr 分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

90°

75°通常 

90°-2

75°補正 

60°補正 60°通常 
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45°通常 45°補正 
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Qt-Bq 分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

90°
90°-2

75°通常 75°補正 

60°通常 60°補正 
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45°通常 45°補正 
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10 
 

Qt-Fr 土質分類結果（通常と補正後の比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

90° 75° 60° 45°

0

5

10

15

20

25

深
度

G
L‐
(m

)
後前 後前 後前

90°‐2

補正なし

補正あり

GL-6.5m 

１．鋭敏粘土

２．有機質土～ピート

３．粘土～シルト質粘土

４．粘土混じりシルト～シルト質粘土

５．シルト混じり砂～砂質シルト

６．シルト質砂～きれいな砂

７．砂～礫混じり砂

８．非常に硬質な砂，粘土混じり砂

９．非常に硬質な細粒土

土質分類凡例

通常 補正 通常 補正 通常 補正 
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Qt-Bq 土質分類結果（通常と補正後の比較） 

 

 

 

 

 

  

１．鋭敏粘土

２．有機質土～ピート

３．粘土～シルト質粘土

４．粘土混じりシルト～シルト質粘土

５．シルト混じり砂～砂質シルト

６．シルト質砂～きれいな砂

７．砂～礫混じり砂

８．非常に硬質な砂，粘土混じり砂

９．非常に硬質な細粒土

土質分類凡例

0

5

10

15

20

25

深
度

G
L‐
(m

)
90° 75° 60° 45°

後前 後前 後前

90°‐2

補正なし

補正あり

GL-6.5m 

通常 補正 通常 補正 通常 補正 
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12 
 

・今回試験を行った地盤（沖積層、特にシルト、粘土）については、貫入角度に対する qt、fs、

u の補正は必要ないのではないかと考える。 

・砂層や有機質土層などの特殊土については現段階においては、補正の有無は不明確。 

・今後上記に示す層やもう少し N 値の高いシルト層や粘土層において追加試験を実施し、今回

確認した事象について改めて確認する必要がある。 
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13 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

鋭
敏
粘
土
と
土
質
分
類
結
果
（
鉛
直
貫
入

9
0
°
）
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14 
 

・上部（GL-7.0m～GL-14.0m の区間）に位置する粘土（シルト）は、有効応力と圧密降伏応力

がほぼ同等で正規圧密粘土と判断してよいかと考える。 

下部（約 GL-14.0m～約 GL-20.0m の区間）の粘土（シルト）は、有効応力より圧密降伏応力

が大きく（OCR=1.4～1.8 程度）過圧密粘土となる。 

 

・自然含水比 wnと液性限界 wLの関係をみると、GL-6.5m～GL-7.5m の区間と GL-11.5m～

GL-20.0m の区間は、自然含水比 wnが液性限界 wLを上回る結果となっている（液性指数 IL

≧1.0）。これは鋭敏粘土の特徴であるが、ロバートソンの土質分類図では、この範囲に属さ

ない結果となっている。この理由としては、ロバートソンの土質分類が欧米の土質を対象に

作成されたものを日本国内の土質に適用していることなどが考えられる。ちなみに第 50 回

地盤工学研究発表会にて発表された後藤・大島らのロバートソンの土質分類図の国内鋭敏粘

土の提案範囲を適用すると、今回の試験結果も鋭敏粘土に分類される。 
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6.土質試験

1. CPTU か

1.1. 細粒分
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1.2. 粒度分

Tumay
ックス(U
等価換

(1) 等価換

153.0=x

 
(2) 土質性

(
( 1xc

aU =

 

分布 
y らは、先端

U)を求め、

換算値 x,y，土
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8.039 +⋅ fR

図-4 等価

性状インデッ
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12
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dyc
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+−
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図-6 土質性状
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(式 5)
=y

(
( 21

12

ycxc
axa

+−
+

202, b2＝5.08

状インデック

ら、等価換算

の構成を推定

各土質の構成

2957.0 ⋅− R

図-5
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) ( 2
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22

xcd
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クス(U)の分布

算値 x,y を介

定する手法を

成比μ(U)は次

4617.0+fR

 等価換算値

)
21
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dycx
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++
++

6, c2＝0.759

布 

介して土質性

を提案してい

次の手順によ

( ) 0log −⋅ tq

値 y の分布 

)
)2  …(式 7

9, d1＝2.960,

 

性状インデ

いる。 
より求める。

37.0  
…(式 6)

7) 

, d2＝2.477
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(3) 土質構

土質性

各土層を

図-8 に

粘土構成

シルト構成

砂構成

構成比 
性状インデッ

を加算すると

には qt/pa～Rf

成比： cμ

成比： mμ

成比： sμ

ックス(U)に対

と 1 以上にな

fの関係図に
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す。 
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U＜-0.17
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U＞2.657
U≦2.657

と土質構成係

の分布 

から求め、図

布を求める。

775 
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＜∞ …
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係数μ(U) 

 

図-7 に示す通

 

（式 7） 

（式 8） 

（式 9） 

 

通りである。
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実験調

布では、

土質の分

質構成の

数は良い

予想され

図
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傾向を捉えて

係数の推定精

また、図-1
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2. 一軸圧縮

2.1. φ15 供

一軸圧

一軸圧縮

からφ1
図-11～
一軸圧

各深度で

大きくな

する傾向

図-1
 

縮試験結果 
供試体とφ35
圧縮試験にお

縮試験を実施

5 とφ35 の

～図-13 に一

圧縮試験は、

で若干ばらつ

なる傾向であ

向があること

11 一軸圧縮

5 供試体の比

おいては、通

施した。また

供試体を作

一軸圧縮強度

1m の試料の

つきがあるも

あった。図-1
とから、デー

縮強さ深度分

 

比較 
常の鉛直 90
た、斜めの供

作成して供試

度の結果を示

のうち上部と

ものの、各試

13 に着目す

ータの取捨選

 
分布 

0°供試体のほ

供試体は小さ

試体サイズに

示す。 
と下部でφ1
試験データ，

すると、破壊

選択時に破壊

図

ほか、75°，6
さなφ15 のサ

よる試験結

15，φ35 の鉛

深度毎の平

壊ひずみ比が

壊ひずみ比を

図-12 供

図-13 qu 比と

0°，45°の斜

サイズとした

果の相違を検

鉛直供試体を

平均値ともに

2.5 倍以上に

を加えること

供試体サイズ

と破壊ひずみ

斜めに供試体

たため、同深

検証した。 

を作成して実

にφ15 供試体

になると、q
とも有効と考

ズの比較 

 

み比の関係 

デー

平

標準

変動

相関

デー

平

標準

変動

相関

測

平

体を作成し、

深度の試料

実施した。

体が 5%程度

qu 比が低下

考える。 

ータ数 36
均値 1.05

準偏差 0.23
動係数 0.22
関関数 0.53

ータ数 6
平均 1.05
準偏差 0.12
動係数 0.12
関係数 0.60

測定値 φ15/φ35比

平均値 φ15/φ35比

度
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2.2. 供試体

図-14～
この結

60°につ

傾向であ

であった

図-14 
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が付くと、一

が得られるが
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図-1
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4 0.6 0.8 1 1.2
軸圧縮試験 60

示す。 
一軸圧縮強さ

が、45°の場合

な結果となり

-15 供試体角

16 供試体角

数分布 

1.4 1.6 1.8 2
0°/90°比

は低下する

合では 90°
り、45°は 0.1

角度の比較

度の比較（

0

1
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5

6

0 0.2 0.4
一軸

結果が得ら

と比べて 13
1 傾きが低下

 

（全点） 

 

（平均値） 

7
データ数 1

平均 1.
標準偏差 0.
変動係数 0.
相関係数 -0

90

7
データ数 6

平均 1.
標準偏差 0.
変動係数 0.
相関係数 -0

90

0.6 0.8 1 1.2 1
軸圧縮試験 45°/

れた。75°，
3%低下する

下する傾向

75° 60° 45°
18 18 18
.02 1.01 0.87
.26 0.32 0.17
.26 0.31 0.19

0.11 0.00 0.51

0°比

5° 60° 45°
6 6 6
01 0.99 0.86
19 0.18 0.07
19 0.18 0.08
.25 0.29 0.39

°比

1.4 1.6 1.8 2
/90°比
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3. CPTU から求める粘着力の調査角度についての考察 
CPTU から得られた角度別の補正先端抵抗結果を表-1，図-17 に示す。 
補正先端抵抗 qt は、鉛直から角度が付くと減少する結果が得られた。ただし、75°，60°は 90°と

ほぼ同じ値となり、45°で 7%程度減少する結果であった。これは、一軸圧縮試験と同じ傾向（13%
減少）を示しており、45°だけ減少する傾向である。 
粘性土の場合、先端抵抗の値は 

vkt cNq σ+⋅=  

と表される。粘性土の静止土圧係数を Ko=1 とすると、全土被り

圧 σvに異方性はないことから、粘着力を求める式に修正は不要で

ある。斜め CPTU から粘着力を求める場合、75°，60°の調査につい

ては現状の推定式をそのまま使用できる。 

 

 
図-17 各調査角度と鉛直調査比の関係 
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補正先端抵抗 45°/90°比

σv 

σv･Ko=σv 

σv･Kθ=σv 

Ko=ν/(1-ν) 
粘性土ポアソン比
ν=0.5 
Ko=1 

75° 60° 45°
近似式傾 0.99 1.01 0.93
相関係数 0.83 0.84 0.83

75°/90° 60°/90° 45°/90°
データ数 282 282 282
最小値 0.55 0.55 0.42
最大値 1.84 1.81 1.39
平均 1.00 1.01 0.93
中央値 0.97 0.98 0.89
標準偏差 0.15 0.15 0.15
変動係数 0.15 0.15 0.17
尖度 6.7 4.7 1.3
歪度 1.7 1.2 0.6

補正先端抵抗

表-1 集計結果(qt)
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4. CPTU から求める粘着力と一軸圧縮試験，三軸圧縮試験（UU），一面せん断試験の対比 
 
5. CPTU から求める先行圧密応力と圧密試験の対比 
 
6. CPTU から求める有効せん断抵抗角と三軸圧縮試験（CD）の対比 
 
7. CPTU 結果と三軸圧縮試験（CUBar）の対比 
 
8. その他室内試験との対比 

単位体積重量、自然含水比、等。 
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